
平成30年度 入札・契約制度改正について 
平成30年度に高知県が発注する公共工事に係る入札・契約制度の改正概要は次のとおりです。 

１ 社会保険等未加入対策の推進 

社会保険等（健康保険・厚生年金・雇用保険）への加入を促すため、受注者は、全ての工

事において、社会保険等の加入義務を有しながら未加入である業者との一次下請契

約を締結してはならないこととします。また、契約後に未加入が判明し、その状態が継

続する場合には、発注者は受注者に対し制裁金を課す等の措置を取ることができるも

のとします（建設工事請負契約書に規定します。）。 

【対象工事】 一次下請契約に係る請負代金の総額に関わらず全ての工事 

【施行時期】 平成30年10月１日以降に入札公告等を行う工事 

３ 総合評価方式の評価基準の変更 

  （平成30年４月１日以降に入札公告を行う工事から適用） 

総合評価方式の一般競争入札において、総合評価基準の一部を改めます。 

①同種・類似工事の成績評定（企業の評価及び配置予定技術者の評価）に関する項目 
評価対象工事に国土交通省発注の工事を追加することとします。 

現行 改正案

対象期間　　　５年 対象期間　　　３年

②優良工事表彰の有無（企業の評価及び配置予定技術者の評価）に関する項目 
経過措置期間の終了に伴って、加算対象とする表彰の期間を見直します。 

④重機保有の有無に関する項目 
評価対象とする建設機械を経営事項審査における「建設機械の保有状況」の対象機

械に準じ、入札時の提出資料を簡素化し、受発注者双方の事務負担を軽減します。 

③法面工事の施工体制 【新設】 に関する項目 
グラウンドアンカー工、現場吹付枠工、ロックネット工等において、入札参加資格要件

を緩和するとともに、発注工事における施工体制に関する評価項目を新たに設定します。 

４ 前年度の取扱いを継続するもの 

◆独占禁止法の遵守に係る誓約書の特例 
  契約時に、独占禁止法の遵守及び談合等に関与していない旨の誓約書を受注者
から発注者に提出する取扱いを特例として定めているものを継続する。 

◆現場代理人の常駐義務緩和 
  現場代理人の常駐義務について、一定の条件で緩和する措置を継続する。 

高知県土木部 
（問い合わせ）土木政策課（契約担当）   

  電話：088-823-9813（直通） 

２ 電子入札における「取退方式」の実施 （平成29年度補正分から適用） 

電子入札による「指名競争入札」及び「一般競争入札（価格競争・事前審査方式）」におい

て、入札参加機会の確保と競争性の向上のため、入札参加者が入札実施機関に開札

日における受注可能件数を、あらかじめ指定様式により届け出ることにより、その日に落

札決定された件数が受注可能件数に達した場合に、入札を辞退できることとします。 

現行 改正案
県発注工事　3件 発注工事　3件

高知県発注工事の実績件数
　※３件に満たない場合でも、高知県発注
　　工事の評価実績のみを評価の対象とす
　　る。

➀高知県発注工事
※①で３件に満たない場合は
➁国土交通省発注工事の評価実績を評価の対
象とする。


